
令和３年３月１９日（金）

事業用自動車総合安全プラン２０２０

～個人タクシー事業における取り組み状況～
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資料３－３



１．事業用自動車総合安全プラン２０２０の事故等削減目標

【タクシー全体】

（１）令和２年までに死者数２５人以下

（２）令和２年までに人身事故件数９，５００件以下

（３）飲酒運転ゼロ

２.  個人タクシー事業における事故等削減目標

（１）令和２年までに死亡事故件数（第１当事者）２人以下をめざします。

（２）令和２年までに人身事故件数（第１当事者）７３２件以下ををめざします。

（３）毎年、飲酒運転ゼロをめざします。

個人タクシー事業における総合安全プラン2020
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事故等削減目標値と発生件数

（１）死亡事故（第１当事者）の削減目標と発生件数

年 H20年 21年 22年 23年 24年 25年 26 年 27 年 28年 29年 30年 R1年 2年

目標

9 7 
2 

実績 2 8 5 6 4 2 4 2 5 6

（毎年０件を目指す）

総合安全プラン2009においては、目標値を毎年０件としており、目標達成には至らなかった。

総合安全プラン2020においては、近年の実績値に基づき構成率に応じて目標値を２件と設定した。

令和元年は目標達成に至らなかった。
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H20年 21年 22年 23年 24年 25年 26 年 27 年 28年 29年 30年 R1年 2年

削減目標 死亡事故実績

最終年
目標値

事業用自動車 総合安全プラン2009 総合安全プラン2020
(件数)



（２）人身事故（第１当事者）の削減目標と発生件数

年 H20年 21年 22年 23年 24年 25年 26 年 27 年 28年 29年 30年 R1年 2年

目標
1,678 1,106 

732 

実績 1,524 1,595 1,475 1,415 1,327 1,183 1,121 1,051 988 909

（平成30年までに半減）

令和元年 人身事故発生件数

９０９件 前年比 ▲７９件 ▲８.０％

【参考】

平成３０年度末事業者数 ３２，３１５人

令和 元年度末事業者数 ３１，１５２人 ▲３．６％
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事故等削減目標値と発生件数



１．全国個人タクシー協会本部としての計画

（１）個人タクシー事業における総合安全プラン２０２０の策定
平成２９年６月の「事業用自動車総合安全プラン２０２０」の策定を受け、同年７月、「個人タクシー事業における総合安全プラン

２０２０」を策定。
「個人タクシー事業にかかる事故等削減目標」と「目標達成に向けて当面講ずべき施策」を掲げ、支部・会員・所属団体に周知しました。
また、支部に対し「支部における総合安全プラン２０２０」を策定するよう指示し、会員・所属団体等への周知及び積極的な取り組みを

要請しました。
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事故削減目標達成に向けた計画



２．各支部・会員団体・構成団体における計画

（１）支部等における総合安全プラン２０２０の

事故削減目標の策定

① 全個協本部は、各10支部の事故削
減目標と当面講ずべき施策を示し、
各支部において、「支部における総
合安全プラン2020」を策定するよう
指示をします。
各支部は、支部内の会員団体であ

る県協会別の事故等削減目標値の設
定をはじめ、それぞれの当面講ずべ
き施策を掲げ、会員団体に周知して
おります。

② さらに、全個協の会員団体である
各県協会では、所属団体別の事故等
削減目標値を設定して周知しており
ます。

会員団体傘下の所属団体（139）
の１つである東京都個人タクシー
協同組合では、事故等削減目標値
１６５件を、さらに傘下の構成団
体ごとの台数に応じて振り分け、
毎月、事故発生件数を記載したポ
スターを当該団体に配付して周知
し、事故削減目標達成に取組んで
います。

全国の事故削減目標

各支部の削減目標

所属団体の目標 構成団体の目標
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事故削減目標達成に向けた計画

（例：東京都個人タクシー協同組合） （例：東京都個人タクシー協同組合 足立第一支部）

（全国個人タクシー協会）

会員団体の削減目標

支部・会員団体・所属団体が
それぞれの立場で目標達成に
向け取り組んでいます

差し替え

（東京都個人タクシー協会）

（全国個人タクシー協会関東支部）
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事故削減目標達成に向けた具体的促進策

【全個協本部の取組み例】

（１）安全・サービス委員会開催
によるフォローアップ
毎年１０月、協会本部において、

「安全・サービス委員会」を開催
し、全国各支部から選出された委
員により、各地の事故削減目標と
発生状況、各支部の施策及び取り
組み状況等を発表し、フォローア
ップを行っています。
令和２年はコロナ禍により書面

開催となりましたが、各委員より
事前に各地の取り組み状況等を書
面にて提出してもらい取りまとめ、
情報共有のためフィードバックし
ております。
各委員は、それぞれの地域にお

いて、委員会の内容等の報告及び
周知を図り、事業者に対する注意
喚起を行っています。

機関紙「全個協」

（２）機関紙「全個協」による
広報活動
協会本部において、機関紙「全

個協」を発行し全事業者に付して
います。
「年齢階層別死亡事故の人的要因
比較」、「総合安全プランの目標
達成見通し」等について周知徹底
を図りました。



交通安全リーフレット
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事故削減目標達成に向けた具体的促進策

（３）交通安全リーフレットにより具体的な事故防止・安全運転ポイントを啓蒙
協会本部において、毎年９～１０月に実施している交通安全運動に際し、交通安全リーフレットを作成し、全事業者に配付しています。
「安全運転のために重大事故から何を学ぶ？」「ペダルの踏み間違い事故を防ぐ」などを掲載して、注意喚起しました。



（４）安全運行指導員：活動マニュアルの改訂と配付
平成３０年１２月、安全運行指導員向けの「活動マニュアル」

を改訂。平成３１年２月以降、年４回、新規に認定された安全運
行指導員に配付し、活用しています。
安全運行指導員の制度内容、運輸安全マネジメントの概要、事

故防止や健康管理のポイント等を記載し、各種の会合、組合報等
を通じて啓蒙・啓発活動に活用しています。

安全運行指導員だより

安全運行指導員：活動マニュアル
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事故削減目標達成に向けた具体的促進策

（５）安全運行指導員だよりの発行
平成３１年３月、令和２年４月、安全運行指導

員に対し、「安全運行指導員だより」を発行し、
前年の事故発生状況や事故分析結果等の情報を提
供しています。また、ＫＹＴを用いた安全教育、
事業者への周知事項なども記載しています。
安全運行指導員は、各地域での事故防止活動、

啓蒙・啓発活動に活用しています。



（６）その他、目標達成に向けた諸施策を継続して実施しています

① 安全マネジメントの周知徹底、ＰＤＣＡサイクルの実践

② マスターズ制度の適正運用・ＰＲ活動

無事故無違反をはじめ、安全運転の維持・確保、関係法

令の遵守、良質なタクシーサービスの提供等の基準をクリ

アし、外部認定委員の審査により認定されたマスター・ふ

たつ星・ひとつ星の事業者が表示灯に称号標を表示

マスター称号標の表示例
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③ 交通安全運動の実施

毎年９月～１０月の２ヶ月間にわたり協会本部が

主催となって交通安全運動を実施しています。期間

中の事故発生状況、交通安全指導活動を採点し、成

績優良団体を表彰しています。

④ 事故情報の活用

国土交通省自動車局メールマガジン「事業用自動

車安全通信」に記載された事故情報等をまとめ、情

報提供を行っています。

⑤ ステッカーの貼付

シートベルト着用や安全

運転履行のステッカーを全

車両に貼付しています。

事故削減目標達成に向けた具体的促進策

⑥ 事業者用教育教材の作成・配付

新規事業者向けの教育教材として、営業・安全・接客サービス面の遵守事

項・注意点等を記載した教本「そして明日へ」を作成し、配付しています。

また、事故防止・健康管理についてチェック項目を記載した「チェック＆

チェック」を作成し配付しています。

支部・会員においては、毎年開催する事業者研修会、新規事業者向けの新

規加入者研修会で配付し、教育教材として活用しています。

など



【支部等の取組み例】

（１）ポスターによる周知

関東支部では、事故等削減目標値の

周知や悪質違反の撲滅を訴えるポスタ

ーを作成し、関係団体に配付して掲示

しています。

（２）各支部・会員団体等における事故等削

減目標達成のための会議への参画

① 各運輸局で開催される「事業用自動

車安全対策会議」へ参画しています。
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事故削減目標達成に向けた具体的促進策

② 支部・会員団体・所属団体内部に事故防止対策委員会を設置し、当該団体の事故発生状況・

事故原因等の分析、事業者からのヒヤリ・ハット体験の報告などを行います。必要によって

は、事務所掲示板に事故の概要、原因を記したものを掲示し、注意を喚起しています。

③ 運輸局・運輸支局、警察による講演をはじめ、事故防止講習会・研修会を開催しています。

また、個別・少人数等によるＫＹＴ、ドライブレコーダーの映像を活用した講習を実施して

います。

東 北
事故防止講習会の様子

東 京
少人数ＫＹＴ講習会の様子



⑤ 警視庁主催の

高齢タクシードライバー交通安全教室への参加
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事故削減目標達成に向けた具体的促進策

④ ＮＡＳＶＡ主催の運行管理者一般講習の受講

（当協会の「安全運行指導員制度」の認定要件として）
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事故削減目標達成に向けた具体的促進策

⑥ 警視庁主催のセーフティドライバー・コンテストへの参加

⑦ 安全運行指導員による指導・情報提供

⑧ 健康管理・運転適性チェックの徹底

⑨ 交通安全運動の実施

⑩ 東京都個人タクシー交通共済協同組合で

は、「年末年始無事故協調運動」を実施す

るとともに、毎月、「プラン2020安全通信」

を発行し、啓蒙活動を行っています。

など
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事故削減目標達成に向けた具体的促進策

⑪ 警視庁赤坂警察署より「横断歩道における歩行者優先」などについて

他のドライバーの模範となる啓発隊として個人タクシーが委嘱されまし
た。


